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我が国におけるコーポレートベンチャリング活動実態調査ご回答のお願い 

 
拝啓 ますますご健勝のこととお慶び申し上げます。  
 
近年、我が国の産業競争力強化におけるプレイヤーの一つとして、スタートアップ企業の役割が期待されておりま

す。実際に、スタートアップ企業への資金も急速に拡大しており、2017 年の資金調達額は 2,791 億円となり、2012 年
に比べると 4.4 倍に成長しております*1 。スタートアップ企業への投資や業務提携（これらの活動をコーポレートベ
ンチャリングと総称いたします）を進める大手企業も増えており、オープンイノベーションによって他企業との提携
を行うスタートアップ企業も 3.6 倍に増えております*2。こうした大手企業のコーポレートベンチャリング活動が、ス
タートアップ企業の成長を促進し、技術力を含めた企業体力を向上させ、業務提携の成功確率を高めるという好循環
を生み出すことが期待されております。 
  
かかる状況下、経済産業省では、我が国におけるコーポレートベンチャリング活動の実態把握および国際比較を目

的とした調査を行うこととなり、みずほ情報総研株式会社ならびに一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会が委
託を受けました。 
  本調査では、日本のコーポレートベンチャリング活動の形態、サイズ、組織、目的等の情報から実態を把握し、更
にグローバルの状況と比較する事を目的としています。調査結果のデジタル版はご回答いただいた方に差し上げてお
り、今後のコーポレートベンチャリング活動の参考にしていただければと考えております。差支えない範囲で、でき
るだけ多くの質問にお答えいただければ幸いです。 
我が国のベンチャー・エコシステム発展の為、ご協力賜わりたく、何卒宜しくお願い申し上げます。 

敬具 
*1 出典:アントレペディア 
*2 出典:アントレペディア。2013年から 2016 年の比較。 

 

記 
 

調査内容：貴社のコーポレートベンチャリング活動実態について（全 53 問）  
回答方式：WEB上の画面入力による回答 （調査票・回答方式については別資料をご参照ください） 
回答期限：2018 年 11 月 30 日（金） 
実施主体：経済産業省「平成 30 年度グローバル・ベンチャー・エコシステム連携強化事業 

（我が国におけるベンチャー・エコシステム形成に向けた基盤構築事業）」受託事業者 
          一般社団法人日本ベンチャーキャピタル協会 

みずほ情報総研株式会社 経営・ITコンサルティング部 
問合先 ：みずほ情報総研株式会社 経営・IT コンサルティング部 （担当：稲場・鈴木） 

  E-mail: meti-jvca_research@mizuho-ir.co.jp TEL: 03-5281-5406 
         以 上                       


